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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
 

2024年9月6日をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」ということがあります）の記

載事項において、投資信託約款の変更等にともない訂正すべき事項がありますので、本訂正届出

書を提出します。

 

Ⅱ【訂正の内容】
 

　　　　　の部分は訂正部分を示します。
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第二部【ファンド情報】
　

第１【ファンドの状況】
　

２【投資方針】
　

（２）【投資対象】

＜訂正前＞

ａ　主な投資対象

国内籍投資信託のＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用ファンドⅠ（適格機関投資家転売制限

付）およびニッセイマネーマーケットマザーファンドを主要投資対象とします。

なお、コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券および短期金融商品等に直接投資をする場合

があります。

 

＜指定投資信託証券の概要＞

１．ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用ファンドⅠ（適格機関投資家転売制限付）
 

投資対象

ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用マザーファンドⅠ
※
（以下「マザーファ

ンド」といいます）を主要投資対象とします。

※　当該マザーファンドの委託会社（運用会社）であるＭＦＳインベストメン

ト・マネジメント株式会社は、その運用の指図に関する権限をＭＦＳ（マサ

チューセッツ・ファイナンシャル・サービセズ・カンパニー）に委託します

（ただし、国内の短期金融資産の運用の指図にかかる権限を除きます）。

運用方針

・マザーファンドへの投資を通じて、主として日本を除く世界各国の株式に

投資し、ファンダメンタル・リサーチとクオンツ分析の融合により、クオ

リティが高くかつ割安な銘柄を厳選するとともに高ボラティリティ銘柄を

回避することで、優れたリスク調整後リターンを獲得することをめざしま

す。

・ベンチマークはＭＳＣＩコクサイ・インデックス（税引後配当込み、円換

算ベース）とします。

・マザーファンドの組入比率は、原則として高位を保ちます。

・株式への実質投資割合は、原則として高位を保ちます。

・実質的な組入外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行

いません。

○　資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合が

あります。

 

 

 

 

 

 

主な投資制限

 

 

 

 

 

 

・株式への実質投資割合には制限を設けません。

・同一銘柄の株式への実質投資割合は、純資産総額の10％以下とします。

・投資信託証券（マザーファンドおよび上場投資信託証券を除きます）への

実質投資割合は、純資産総額の５％以下とします。

・外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。

・デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます）は、価

格変動リスク、金利変動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的なら

びに投資の対象とする資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的以

外には利用しません。

・デリバティブ取引等について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合

理的な方法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えないものと

します。

・一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポー

ジャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ取引等エクスポー

ジャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞれ

10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなった場

合には、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい、当該比率以内となる

よう調整を行うこととします。

決算日 原則として、10月20日
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収益分配

・毎決算日を分配日とし、分配対象額は、経費控除後の繰越分を含めた利

子・配当等収益および売買益（評価損益を含みます）等の合計額としま

す。

・分配金額については、上記の範囲内で委託会社が基準価額水準・市況動向

等を勘案して決定します。

・分配対象額が少額の場合や委託会社の判断によっては、分配を行わないこ

とがあります。

なお、上記収益分配方針は、ニッセイ／ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用

ファンドの収益分配方針ではありません。

購入時手数料 ありません。

信託財産留保額 解約申込受付日の翌営業日の基準価額に0.2％をかけた額とします。

信託報酬

純資産総額に対し、年0.682％（税抜0.62％）

（上記「投資対象」に記載の運用指図権限の委託先に対する報酬は、当該信

託報酬に含まれます）

その他の費用

①　ファンドがマザーファンドを換金する際には、信託財産留保額（当該マ

ザーファンドの基準価額に0.2％をかけた額）がかかります。

②　組入有価証券の売買委託手数料／信託事務の諸費用／信託財産に関する

租税／借入金の利息／資産を外国で保管する場合の費用／監査費用　等

なお、②の費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記

載することはできません。

繰上償還
純資産総額が30億円を下回ることとなった場合等には、繰上償還することが

あります。

委託会社 ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社

受託会社 三井住友信託銀行株式会社

 

２．ニッセイマネーマーケットマザーファンド
 

投資対象 円建ての短期公社債および短期金融商品を主要投資対象とします。

運用方針
円建ての短期公社債および短期金融商品に投資し、安定した収益と流動性

の確保をめざします。

主な投資制限

・株式への投資は転換社債の転換等による取得に限るものとし、その投資

割合は純資産総額の10％以下とします。

・外貨建資産への投資は行いません。

・デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます）は、

投資の対象とする資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的なら

びに価格変動リスクおよび金利変動リスクを回避する目的以外には利用

しません。

・デリバティブ取引等について、一般社団法人投資信託協会規則に定める

合理的な方法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えないも

のとします。

・一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクス

ポージャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ取引等エクス

ポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞ

れ10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなっ

た場合には、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい、当該比率以内

となるよう調整を行うこととします。

信託報酬 ありません。

その他の費用

組入有価証券の売買委託手数料／信託事務の諸費用　等
 
なお、これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等

を記載することはできません。

購入時手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

決算日 原則として、４・10月の各15日

委託会社 ニッセイアセットマネジメント株式会社

受託会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
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ｂ　約款に定める投資対象

①　投資の対象とする資産の種類

このファンドにおいて投資の対象とする資産（国内の通貨建表示のものに限ります）の種類

は、次に掲げるものとします。

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１

項で定めるものをいいます。以下同じ）

イ．有価証券

ロ．約束手形

ハ．金銭債権

２．次に掲げる特定資産以外の資産

イ．為替手形

②　有価証券

主として次の１．に掲げる投資信託証券および２．に掲げる親投資信託証券（金融商品取引

法第２条第１項第10号で定める投資信託または外国投資信託の受益証券および第11号で定める

投資証券または外国投資証券をいい、以下「投資信託証券」といいます）のほか、次の３．か

ら６．までに掲げる有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされ

る同項各号に掲げる権利を除き、国内の通貨建表示のものに限ります）に投資します。

１．ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用ファンドⅠ（適格機関投資家転売制限付）

２．ニッセイアセットマネジメント株式会社を委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を

受託会社として締結された親投資信託証券であるニッセイマネーマーケットマザーファンド

３．コマーシャル・ペーパーおよび短期社債等

４．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前記３．の証券の性質を有するもの

５．国債証券、地方債証券、特別の法律により法人の発行する債券および社債券（新株引受権

証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券の新株引受権証券および短期社債等を除

きます）

６．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に限ります）

なお、５．の証券を以下「公社債」といい、公社債にかかる運用は買現先取引（売戻し条件

付の買入れ）および債券貸借取引（現金担保付き債券借入れ）に限り行うことができるものと

します。

③　金融商品

信託金を前記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第２条第２

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。以下④において同

じ）により運用することができます。

１．預金

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す）

３．コール・ローン

４．手形割引市場において売買される手形

④　前記②にかかわらず、このファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委

託会社が運用上必要と認めるときには、信託金を前記③に掲げる金融商品により運用すること

ができます。

 

＜訂正後＞

ａ　主な投資対象

国内籍投資信託のＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用ファンドⅠ（適格機関投資家転売制限

付）およびニッセイマネーマーケットマザーファンドを主要投資対象とします。

なお、コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券および短期金融商品等に直接投資をする場合

があります。

 

＜指定投資信託証券の概要＞

１．ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用ファンドⅠ（適格機関投資家転売制限付）
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投資対象

ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用マザーファンドⅠ
※
（以下「マザーファ

ンド」といいます）を主要投資対象とします。

※　当該マザーファンドの委託会社（運用会社）であるＭＦＳインベストメン

ト・マネジメント株式会社は、その運用の指図に関する権限をＭＦＳ（マサ

チューセッツ・ファイナンシャル・サービセズ・カンパニー）に委託します

（ただし、国内の短期金融資産の運用の指図にかかる権限を除きます）。

運用方針

・マザーファンドへの投資を通じて、主として日本を除く世界各国の株式に

投資し、ファンダメンタル・リサーチとクオンツ分析の融合により、クオ

リティが高くかつ割安な銘柄を厳選するとともに高ボラティリティ銘柄を

回避することで、優れたリスク調整後リターンを獲得することをめざしま

す。

・ベンチマークはＭＳＣＩコクサイ・インデックス（税引後配当込み、円換

算ベース）とします。

・マザーファンドの組入比率は、原則として高位を保ちます。

・株式への実質投資割合は、原則として高位を保ちます。

・実質的な組入外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行

いません。

○　資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合が

あります。

 

 

 

 

 

 

主な投資制限

 

 

 

 

 

 

・株式への実質投資割合には制限を設けません。

・同一銘柄の株式への実質投資割合は、純資産総額の10％以下とします。

・投資信託証券（マザーファンドおよび上場投資信託証券を除きます）への

実質投資割合は、純資産総額の５％以下とします。

・外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。

・デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます）は、価

格変動リスク、金利変動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的なら

びに投資の対象とする資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的以

外には利用しません。

・デリバティブ取引等について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合

理的な方法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えないものと

します。

・一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポー

ジャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ取引等エクスポー

ジャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞれ

10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなった場

合には、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい、当該比率以内となる

よう調整を行うこととします。

決算日 原則として、10月20日

収益分配

・毎決算日を分配日とし、分配対象額は、経費控除後の繰越分を含めた利

子・配当等収益および売買益（評価損益を含みます）等の合計額としま

す。

・分配金額については、上記の範囲内で委託会社が基準価額水準・市況動向

等を勘案して決定します。

・分配対象額が少額の場合や委託会社の判断によっては、分配を行わないこ

とがあります。

なお、上記収益分配方針は、ニッセイ／ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用

ファンドの収益分配方針ではありません。

購入時手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

信託報酬

純資産総額に対し、年0.682％（税抜0.62％）

（上記「投資対象」に記載の運用指図権限の委託先に対する報酬は、当該信

託報酬に含まれます）
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その他の費用

組入有価証券の売買委託手数料／信託事務の諸費用／信託財産に関する租

税／借入金の利息／資産を外国で保管する場合の費用／監査費用　等

なお、これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等

を記載することはできません。

繰上償還
純資産総額が30億円を下回ることとなった場合等には、繰上償還することが

あります。

委託会社 ＭＦＳインベストメント・マネジメント株式会社

受託会社 三井住友信託銀行株式会社

 

２．ニッセイマネーマーケットマザーファンド
 

投資対象 円建ての短期公社債および短期金融商品を主要投資対象とします。

運用方針
円建ての短期公社債および短期金融商品に投資し、安定した収益と流動性

の確保をめざします。

主な投資制限

・株式への投資は転換社債の転換等による取得に限るものとし、その投資

割合は純資産総額の10％以下とします。

・外貨建資産への投資は行いません。

・デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます）は、

投資の対象とする資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的なら

びに価格変動リスクおよび金利変動リスクを回避する目的以外には利用

しません。

・デリバティブ取引等について、一般社団法人投資信託協会規則に定める

合理的な方法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えないも

のとします。

・一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクス

ポージャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ取引等エクス

ポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞ

れ10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなっ

た場合には、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい、当該比率以内

となるよう調整を行うこととします。

信託報酬 ありません。

その他の費用

組入有価証券の売買委託手数料／信託事務の諸費用　等
 
なお、これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等

を記載することはできません。

購入時手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

決算日 原則として、４・10月の各15日

委託会社 ニッセイアセットマネジメント株式会社

受託会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

 

ｂ　約款に定める投資対象

①　投資の対象とする資産の種類

このファンドにおいて投資の対象とする資産（国内の通貨建表示のものに限ります）の種類

は、次に掲げるものとします。

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１

項で定めるものをいいます。以下同じ）

イ．有価証券

ロ．約束手形

ハ．金銭債権

２．次に掲げる特定資産以外の資産

イ．為替手形

②　有価証券

主として次の１．に掲げる投資信託証券および２．に掲げる親投資信託証券（金融商品取引

法第２条第１項第10号で定める投資信託または外国投資信託の受益証券および第11号で定める

投資証券または外国投資証券をいい、以下「投資信託証券」といいます）のほか、次の３．か
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ら６．までに掲げる有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされ

る同項各号に掲げる権利を除き、国内の通貨建表示のものに限ります）に投資します。

１．ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用ファンドⅠ（適格機関投資家転売制限付）

２．ニッセイアセットマネジメント株式会社を委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を

受託会社として締結された親投資信託証券であるニッセイマネーマーケットマザーファンド

３．コマーシャル・ペーパーおよび短期社債等

４．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前記３．の証券の性質を有するもの

５．国債証券、地方債証券、特別の法律により法人の発行する債券および社債券（新株引受権

証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券の新株引受権証券および短期社債等を除

きます）

６．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に限ります）

なお、５．の証券を以下「公社債」といい、公社債にかかる運用は買現先取引（売戻し条件

付の買入れ）および債券貸借取引（現金担保付き債券借入れ）に限り行うことができるものと

します。

③　金融商品

信託金を前記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第２条第２

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。以下④において同

じ）により運用することができます。

１．預金

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す）

３．コール・ローン

４．手形割引市場において売買される手形

④　前記②にかかわらず、このファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委

託会社が運用上必要と認めるときには、信託金を前記③に掲げる金融商品により運用すること

ができます。

 

EDINET提出書類

ニッセイアセットマネジメント株式会社(E12453)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 8/14



４【手数料等及び税金】
　

（４）【その他の手数料等】

＜訂正前＞

①　証券取引の手数料等

組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料および税金等は、信託財産中から支払い

ます。

②　監査費用

ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に下記の監査報酬率をかけた額と

し、信託財産中から支払います。

純資産総額 監査報酬率

100億円超　　　　　　　の部分

50億円超 100億円以下　の部分

10億円超　50億円以下　の部分

10億円以下　の部分

　　年 0.0011％

　　年 0.0022％

　　年 0.0044％

　　年 0.0110％

（税抜0.001％）

（税抜0.002％）

（税抜0.004％）

（税抜0.010％）

 

③　信託事務の諸費用

信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託会社の立替えた立替金の

利息は、受益者の負担とし、信託財産中から支払います。

④　借入金の利息

信託財産において一部解約金の支払資金の手当て、または再投資に関する収益分配金の支払

資金の手当てを目的として資金借入を行った場合、当該借入金の利息は、借入れのつど信託財

産中から支払います。

⑤　信託財産留保額

換金請求受付日の翌営業日の基準価額に0.2％をかけた額とします。

また、ファンドが「ＭＦＳ外国株低ボラティリティ運用ファンドⅠ（適格機関投資家転売制

限付）」を換金する際には、信託財産留保額（当該投資信託証券における換金請求受付日の翌

営業日の基準価額に0.2％をかけた額）をファンドからご負担いただきます。

 

○　上記の①、③および④の費用は、運用状況等により変動するため、事前に当該費用の金

額、その上限額、計算方法を記載することはできません。また、「４　手数料等及び税

金」に記載している費用と税金の合計額、その上限額、計算方法についても、運用状況お

よび保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。
 

＜ご参考＞

「４　手数料等及び税金」の「（１）申込手数料」から「（４）その他の手数料等」までに記

載の主な手数料において、当該手数料を対価とする役務の内容・収受先等は次の通りです。

申込手数料

投資者のファンドの取得時に、販売会社からの商品・投資環境の説

明および情報提供、ならびに販売会社における当該取得にかかる事

務手続き等の対価として販売会社が収受

信託報酬のうち

「委託会社」の報酬

ファンドの運用、法定書類等の作成、基準価額の算出等の対価とし

て委託会社が収受

信託報酬のうち

「販売会社」の報酬

投資者（受益者）へのファンド購入後の情報提供・運用報告書等各

種書類の送付、また口座内でのファンドの管理および事務手続き等

の対価として販売会社が収受

信託報酬のうち

「受託会社」の報酬

ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等の対価

として受託会社が収受

証券取引の手数料 有価証券等の売買・取引の際に仲介人に支払う手数料

監査費用
公募投資信託は、外部の監査法人等によるファンドの会計監査が義

務付けられているため、当該監査にかかる監査法人等に支払う費用
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借入金の利息 受託会社等から一時的に資金を借入れた場合に発生する利息

 
＜訂正後＞

①　証券取引の手数料等

組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料および税金等は、信託財産中から支払い

ます。

②　監査費用

ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に下記の監査報酬率をかけた額と

し、信託財産中から支払います。

純資産総額 監査報酬率

100億円超　　　　　　　の部分

50億円超 100億円以下　の部分

10億円超　50億円以下　の部分

10億円以下　の部分

　　年 0.0011％

　　年 0.0022％

　　年 0.0044％

　　年 0.0110％

（税抜0.001％）

（税抜0.002％）

（税抜0.004％）

（税抜0.010％）

 

③　信託事務の諸費用

信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託会社の立替えた立替金の

利息は、受益者の負担とし、信託財産中から支払います。

④　借入金の利息

信託財産において一部解約金の支払資金の手当て、または再投資に関する収益分配金の支払

資金の手当てを目的として資金借入を行った場合、当該借入金の利息は、借入れのつど信託財

産中から支払います。

⑤　信託財産留保額

ありません。

 

○　上記の①、③および④の費用は、運用状況等により変動するため、事前に当該費用の金

額、その上限額、計算方法を記載することはできません。また、「４　手数料等及び税

金」に記載している費用と税金の合計額、その上限額、計算方法についても、運用状況お

よび保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。
 

＜ご参考＞

「４　手数料等及び税金」の「（１）申込手数料」から「（４）その他の手数料等」までに記

載の主な手数料において、当該手数料を対価とする役務の内容・収受先等は次の通りです。

申込手数料

投資者のファンドの取得時に、販売会社からの商品・投資環境の説

明および情報提供、ならびに販売会社における当該取得にかかる事

務手続き等の対価として販売会社が収受

信託報酬のうち

「委託会社」の報酬

ファンドの運用、法定書類等の作成、基準価額の算出等の対価とし

て委託会社が収受

信託報酬のうち

「販売会社」の報酬

投資者（受益者）へのファンド購入後の情報提供・運用報告書等各

種書類の送付、また口座内でのファンドの管理および事務手続き等

の対価として販売会社が収受

信託報酬のうち

「受託会社」の報酬

ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等の対価

として受託会社が収受

証券取引の手数料 有価証券等の売買・取引の際に仲介人に支払う手数料

監査費用
公募投資信託は、外部の監査法人等によるファンドの会計監査が義

務付けられているため、当該監査にかかる監査法人等に支払う費用

借入金の利息 受託会社等から一時的に資金を借入れた場合に発生する利息

 

EDINET提出書類

ニッセイアセットマネジメント株式会社(E12453)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

10/14



第２【管理及び運営】
　

１【申込（販売）手続等】
＜訂正前＞

①　申込受付

販売会社において、原則として毎営業日に申込みの受付けを行います（ただし、申込日または

申込日の翌営業日がニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所のいずれかの休業日と同日の

場合は、申込みの受付けを行いません）。

原則として午後３時までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。

金融商品取引所
※
の取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるとき

は、申込みの受付けを中止することおよび既に受付けた申込みの受付けを取消すことがありま

す。

※　金融商品取引法第２条第16項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法第２条第８項第

３号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下同じ。

○　2024年11月5日以降は、原則として「午後3時30分」までに販売会社の手続きが完了したものを

当日受付分とする予定です。ただし、当該時刻は販売会社によって異なる場合があります。

②　取扱コース

分配金の受取方法により、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」の２つのコースが

あります（販売会社によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合があります）。

分配金再投資コースを選択した場合、販売会社と「自動けいぞく（累積）投資契約」（同様の

権利義務を規定する名称の異なる契約または規定も含みます）を締結します。なお、販売会社に

よっては、定期引出契約を締結できる場合があります。

③　申込単位

各販売会社が定める単位とします。

○　販売会社および販売会社の取扱コースによって異なります。

④　申込価額（発行価額）

取得申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

⑤　販売価額

申込価額に申込手数料および申込手数料にかかる消費税等に相当する金額を加算した価額とし

ます。

収益分配金を再投資する場合は、各計算期間終了日の基準価額とします。

⑥　申込手数料

ありません。

○　手数料は変更となる場合があります。

分配金再投資コースで収益分配金を再投資する場合、手数料はかかりません。

償還乗換優遇および換金乗換優遇を受けられる場合があります。

⑦　その他

１．ファンドの取得申込者は、販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のため

に開設されたファンドの受益権の振替を行うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口

座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、

当該取得申込みの代金の支払いと引換えに、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の

記載または記録を行うことができます。委託会社は、分割された受益権について、振替機関等

の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を

行うものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があった場合、社振法の規

定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行います。

２．定期引出契約とは、分配金再投資コースにおいて、分配金を再投資せず、定期的に分配金を

受取るための契約です。

３．償還乗換優遇とは、償還金の支払いを受けた販売会社で、取得申込みを行う場合に申込手数

料の無料または割引等の優遇を受けられることです。それらの措置は販売会社が独自に定める

ことができます。

４．換金乗換優遇とは、解約（買取）金の支払いを受けた販売会社で、取得申込みを行う場合に

申込手数料の割引等の優遇を受けられることです。それらの措置は販売会社が独自に定めるこ

とができます。
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５．詳細については、販売会社にお問合せください。なお、販売会社については、委託会社にお

問合せください。

ニッセイアセットマネジメント株式会社

コールセンター　０１２０-７６２-５０６

（9:00～17:00　土日祝日・年末年始を除く）

ホームページ　　https://www.nam.co.jp/

 

＜訂正後＞

①　申込受付

販売会社において、原則として毎営業日に申込みの受付けを行います（ただし、申込日または

申込日の翌営業日がニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所のいずれかの休業日と同日の

場合は、申込みの受付けを行いません）。

原則として午後3時30分までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。ただ

し、当該時刻は販売会社によって異なる場合がありますので、詳しくは販売会社にご確認くださ

い。

金融商品取引所
※
の取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるとき

は、申込みの受付けを中止することおよび既に受付けた申込みの受付けを取消すことがありま

す。

※　金融商品取引法第２条第16項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法第２条第８項第

３号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下同じ。

②　取扱コース

分配金の受取方法により、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」の２つのコースが

あります（販売会社によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合があります）。

分配金再投資コースを選択した場合、販売会社と「自動けいぞく（累積）投資契約」（同様の

権利義務を規定する名称の異なる契約または規定も含みます）を締結します。なお、販売会社に

よっては、定期引出契約を締結できる場合があります。

③　申込単位

各販売会社が定める単位とします。

○　販売会社および販売会社の取扱コースによって異なります。

④　申込価額（発行価額）

取得申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

⑤　販売価額

申込価額に申込手数料および申込手数料にかかる消費税等に相当する金額を加算した価額とし

ます。

収益分配金を再投資する場合は、各計算期間終了日の基準価額とします。

⑥　申込手数料

ありません。

○　手数料は変更となる場合があります。

分配金再投資コースで収益分配金を再投資する場合、手数料はかかりません。

償還乗換優遇および換金乗換優遇を受けられる場合があります。

⑦　その他

１．ファンドの取得申込者は、販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のため

に開設されたファンドの受益権の振替を行うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口

座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、

当該取得申込みの代金の支払いと引換えに、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の

記載または記録を行うことができます。委託会社は、分割された受益権について、振替機関等

の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を

行うものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があった場合、社振法の規

定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行います。

２．定期引出契約とは、分配金再投資コースにおいて、分配金を再投資せず、定期的に分配金を

受取るための契約です。

３．償還乗換優遇とは、償還金の支払いを受けた販売会社で、取得申込みを行う場合に申込手数

料の無料または割引等の優遇を受けられることです。それらの措置は販売会社が独自に定める

ことができます。
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４．換金乗換優遇とは、解約（買取）金の支払いを受けた販売会社で、取得申込みを行う場合に

申込手数料の割引等の優遇を受けられることです。それらの措置は販売会社が独自に定めるこ

とができます。

５．詳細については、販売会社にお問合せください。なお、販売会社については、委託会社にお

問合せください。

ニッセイアセットマネジメント株式会社

コールセンター　０１２０-７６２-５０６

（9:00～17:00　土日祝日・年末年始を除く）

ホームページ　　https://www.nam.co.jp/

 

２【換金（解約）手続等】
＜訂正前＞

①　換金受付

販売会社において、原則として毎営業日に換金の受付けを行います（ただし、換金申込日また

は換金申込日の翌営業日がニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所のいずれかの休業日と

同日の場合は、換金の受付けを行いません）。

原則として午後３時までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。

金融商品取引所の取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、

換金の受付けを中止することおよび既に受付けた換金の受付けを取消すことがあります。

○　2024年11月5日以降は、原則として「午後3時30分」までに販売会社の手続きが完了したものを

当日受付分とする予定です。ただし、当該時刻は販売会社によって異なる場合があります。

②　換金方法

「解約請求」および「買取請求」の２つの方法があります。

③　換金単位

各販売会社が定める単位とします。

○　販売会社および販売会社の取扱コースによって異なります。

④　換金価額

＜解約請求の場合＞

解約価額：解約請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた額としま

す。

＜買取請求の場合＞

買取価額：買取請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額相当額を差引いた額と

します（税法上の一定の要件を満たしている場合）。それ以外の場合は、買取請

求受付日の翌営業日の基準価額から、信託財産留保額相当額および当該買取りに

関して当該買取りを行う販売会社にかかる源泉徴収税額に相当する金額を差引い

た額とします。
○　換金方法および受益者によって課税上の取扱いが異なります。詳細は「第１　ファンドの状

況　４　手数料等及び税金　（５）課税上の取扱い」をご確認ください。
○　換金手数料はありません。

⑤　信託財産留保額

換金請求受付日の翌営業日の基準価額に0.2％をかけた額とします。

⑥　支払開始日

解約請求受付日または買取請求受付日から起算して、原則として７営業日目からお支払いしま

す。

⑦　その他

１．受益者が解約請求をするときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行います。委託会社

は、解約請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約します。なお、解約請求を行う

受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求にかかるこの信託

契約の一部解約を委託会社が行うのと引換えに、当該解約にかかる受益権口数と同口数の抹消

の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減

少の記載または記録が行われます。

２．換金請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該中止以前に行った当日の換金請求を

撤回することができます。ただし、受益者が換金請求を撤回しない場合には、当該受益権の換

金価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に換金請求を受付けたものと

して前記④の規定に準じて算出した価額とします。
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３．詳細については、販売会社にお問合せください。なお、販売会社については、委託会社にお

問合せください。

ニッセイアセットマネジメント株式会社

コールセンター　０１２０-７６２-５０６

（9:00～17:00　土日祝日・年末年始を除く）

ホームページ　　https://www.nam.co.jp/

 

＜訂正後＞

①　換金受付

販売会社において、原則として毎営業日に換金の受付けを行います（ただし、換金申込日また

は換金申込日の翌営業日がニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所のいずれかの休業日と

同日の場合は、換金の受付けを行いません）。

原則として午後3時30分までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。ただ

し、当該時刻は販売会社によって異なる場合がありますので、詳しくは販売会社にご確認くださ

い。

金融商品取引所の取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、

換金の受付けを中止することおよび既に受付けた換金の受付けを取消すことがあります。

②　換金方法

「解約請求」および「買取請求」の２つの方法があります。

③　換金単位

各販売会社が定める単位とします。

○　販売会社および販売会社の取扱コースによって異なります。

④　換金価額

＜解約請求の場合＞

解約価額：解約請求受付日の翌営業日の基準価額とします。

＜買取請求の場合＞

買取価額：買取請求受付日の翌営業日の基準価額とします（税法上の一定の要件を満たして

いる場合）。それ以外の場合は、買取請求受付日の翌営業日の基準価額から、当

該買取りに関して当該買取りを行う販売会社にかかる源泉徴収税額に相当する金

額を差引いた額とします。
○　換金方法および受益者によって課税上の取扱いが異なります。詳細は「第１　ファンドの状

況　４　手数料等及び税金　（５）課税上の取扱い」をご確認ください。
○　換金手数料はありません。

⑤　信託財産留保額

ありません。

⑥　支払開始日

解約請求受付日または買取請求受付日から起算して、原則として７営業日目からお支払いしま

す。

⑦　その他

１．受益者が解約請求をするときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行います。委託会社

は、解約請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約します。なお、解約請求を行う

受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求にかかるこの信託

契約の一部解約を委託会社が行うのと引換えに、当該解約にかかる受益権口数と同口数の抹消

の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減

少の記載または記録が行われます。

２．換金請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該中止以前に行った当日の換金請求を

撤回することができます。ただし、受益者が換金請求を撤回しない場合には、当該受益権の換

金価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に換金請求を受付けたものと

して前記④の規定に準じて算出した価額とします。

３．詳細については、販売会社にお問合せください。なお、販売会社については、委託会社にお

問合せください。

ニッセイアセットマネジメント株式会社

コールセンター　０１２０-７６２-５０６

（9:00～17:00　土日祝日・年末年始を除く）

ホームページ　　https://www.nam.co.jp/
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